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視した、いわゆる不条理といわれる給料カッ
トや昇給の抑制による人件費（費用）削減な
ど、正当な企業努力以外のそれは、一時的に
収益性は上昇しても、いずれは従業員の生産
意欲の減退をもたらし、結果として収益性の
低下をもたらすことになるⅰ。
　利益を中心とした収益性の向上を持続的な
ものにするためには、生産性の向上に裏付け
られたものでなければならないⅱ。生産性と
は、生産活動に投入された生産諸要素（労働・
原材料・資本など）を効率よく運用し、より
多くの生産物を獲得したかどうか、つまり生
産能率のことである。生産性または生産能率
の向上を考えない収益性の向上は、ありえな
いし、仮にありえたとしても、それは一時的
なものであり、正当な企業努力に基づかない
費用削減と同様、従業員の生産意欲の減退を
もたらし、結果として収益性の低下に結びつ
くのであるⅲ。
　本論文は、家電メーカーの優良企業である
シャープ株式会社ⅳ（以下、「Ｓ社」と略す）
の公表している有価証券報告書の実例を用い
て、会計面から、生産性の向上を目指すこと
が、収益性の向上に結びつくことになり、結
Ⅰ．はじめに
　企業の持続的発展には、まず、収益性の向
上が必要であり、次いで、その収益性の向上
を維持し保証するための生産性の向上が不可
欠となる。
　収益性の向上とは、株主の出資により成立
し、その投下された資本を運用することで、
大きな利益を獲得することである。少ない投
下資本で、大きな利益を上げること、つまり
投下資本利益率が高いほど、収益性は高いこ
とを意味している。ところで、利益は、収益
から費用を差し引いて求められることから、
より大きな利益を求めるためには、収益を増
加させるか、または費用を減少させるしかな
い。
　収益の増加による利益の増加は、正当な企
業努力により儲けすぎという社会的批判を受
けることがなければ、企業が社会的に認めら
れた正当な成果を表すことになるので、なん
ら問題はない。一方、正当な企業努力を通じ
ての費用削減による利益の増加は、企業本来
の収益性の向上に結びつくことでなんら問題
はない。しかし、たとえば従業員の意向を無
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生産性としては労働生産性と資本生産性とい
うことになる。
　　総　合
生産性
　
＝
　　　　　付加価値　　　　
　　　　　　　　　投下（労働力＋資本）
　　労　働
生産性
　
＝
　　　付加価値　　
　　　　　　　　　投下労働力
　　資　本
生産性　＝
　　付加価値　
　　　　　　　　　投下資本
₂．付加価値の計算
　企業は「価値」（所得）を生産して「価値」
を分配するもの、「所得を生産して分配するも
の」であるⅵ。したがって、付加価値は生産
と分配の両面から計算することができる。
　生産面から付加価値は、生産付加価値とい
い、企業の生産・販売活動を通して新たに付
け加えられた、または自ら生み出した生産物
の価値（純生産高）であり、創造・創出価値
である。この生産付加価値の計算は、一般に、
控除法または減算法といわれる計算方法であ
る。
　分配面からの付加価値は、分配付加価値と
もいい、生産された価値である生産付加価値
を労働、資本、実物資本、社会などの生産諸
要素に、人件費、賃借料、支払利息、利益や
租税などとして分配されるものである。この
分配付加価値の計算は、一般に、加算法また
は集計法といわれる計算方法である。
（₁）控除法または減算法
　これは生産付加価値の計算方法であり、企
業の「総生産高」から他企業により付加した
価値である「前給付費用（原価）」を差し引
いて計算する方法である。
　前給付費用（原価）とは、企業外部者によ
果として企業の持続的発展となることを明ら
かにすることである。
Ⅱ．生産性と付価価値
１．生産性の意義
　生産性は、生産活動への生産要素の投入高
（input）に対する産出高（output）の割合で
求められた生産効率のことである。生産性が
高いということは、生産効率が高いことであ
り、生産活動に投入された生産要素に対して
産出高が多いことを指している。
　　　
生産性　＝
　　産出高　
　　　　　　　　　　投入高
　分子の産出高には、本来は、総生産量や総
生産高が用いられるのが望ましい。しかし総
生産量は、多種の製品を生産販売していると
きには、その計算の把握が困難という欠点が
ある。また、総生産高の計算も、各期の生産
方法が変化すると、大幅に変動（変化）する
ことになり、その結果、総生産高を用いた生
産性の計算は、実質的な期間比較はできない
という欠点を有する。そこで、総生産量や総
生産高に変わって、計算が簡単で、期間比較
も可能なものとして「付加価値」を使用して
いるⅴ。
　分母の投入高の生産要素には、投下労働力
（労働）と投下資本（これには生産設備など
の実物資本を含む）とがある。投下労働力と
投下資本との２つを総合（合計）したものを
使用した生産性を「総合生産性」、投下労働
力を使用したそれを「労働生産性」、および
投下資本を使用したそれを「資本生産性」と
いう。しかしながら、「総合生産性」は、投入
資本と投入労働力は全く異質なことから、同
一尺度で換算または評価がきわめて困難であ
ることから使用されることはない。実際には、
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　「税引後利息」は、自己資本に分配された
付加価値で、最終的に株主への分配である。
　「租税等」は、国や地方自治体（社会）に
分配された付加価値である。これには製造原
価の経費や販売費及び一般管理費の中の租税
公課、法人税・住民税・事業税等などがある。
　実務では、減価償却費を加えた付加価値を
求めることが多い。減価償却費は、本来、前
給付費用項目なので付加価値を構成しないは
ずである。付加価値に減価償却費を加える理
由としては、次のことがあげられる。
　第１に、付加価値の企業間比較を有効なも
のにするためである。すなわち、各企業にお
ける決算時の減価償却方法が異なるとともに、
減価償却費の金額が大きいことから利益政策
として使用されることが多く、その結果とし
て別の付加価値の構成要素の一つである税引
後当期純利益の金額が適正とはいえないこと
になる。
　第２に、最近では諸設備をレンタルやリー
スにより利用することが多いことである。こ
のレンタルによるレンタル料やリースによる
リース料は、実物資本に分配された付加価値
を構成することになる。一方、同一設備を取
得して利用した場合には、なんら付加価値を
構成しないことになり、付加価値の企業間比
較に役立たなくなる。
　第３に、財務政策上から減価償却費が内部
資金源泉（自己金融）として性質を有するこ
とから、自己資本に対する分配の公正の一つ
として考えられるⅶ。付加価値で減価償却費
を加えてものを、粗付加価値といい、減価償
却費を加えないものを、純付加価値といい両
者を一般に区別している。
　加算法による方法は、通産省（現「経済産
業省」）の「わが国企業の経営分析」や日本
りすでに付加された価値で、外部購入価値の
費消分をいう。たとえば、原材料（商業で
は売上原価）、外注加工費、発送費、通信費、
電力・ガス・水道費、旅費交通費、広告宣伝
費、事務用消耗品費などをいう。
付加価値＝総生産高（売上高＋製品・仕掛品
増加高）
　　　　　－前給付費用（原価）
　控除法または減算法による付加価値の計算
は、日本生産性本部の「付加価値分析」や中
小企業庁の「中小企業の経営指標」で採用さ
れている。
（₂）加算法または集計法
　これは付加価値を分配面から把握する方法
で、付加価値項目を加算することで求められ
る。この方法は分配先が理解でき、計算が容
易なことから実務で広く使用されている。
付加価値＝人件費＋賃借料＋金融費用
　　　　　＋税引後利益＋租税等
　「人件費」は、従業員（役員を含む）とい
う労働に分配された付加価値である。これに
は、製造原価の中の労務費や福利厚生費、ま
た、販売費及び一般管理費の中の役員報酬、
従業員給料及び諸手当、福利厚生費、賞与引
当金繰入、退職金や退職給付引当費用などが
ある。
　「賃借料」は、実物資本に分配された付加
価値である。これには、設備などの有形固定
資産賃借料や特許権などの無形固定資産の特
許権使用料などがある。
　「金融費用」は、他人資本（債権者）に分
配された付加価値である。これには、支払利
息及び割引料、社債利息、コマーシャルペー
パー利息などがある。
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するかどうか、賃借料に特許権を含めるかど
うか、金融費用に金融収益を加えた純金融費
用を使用するかどうかである。いずれにして
も、首尾一貫していれば問題はない。
　筆者は、本論文においては、分配先が明確
で、計算が容易な粗付加価値（減価償却費を
含む）を計算する三菱方式を便宜上採用して
論述していることをお断りしておく。
　Ｓ社の過去６年間の付加価値の集計結果を
一覧表で示すと表１のとおりである。
₃．Ｓ社の過去₆年間における付加価値と付
加価値分配率と付加価値趨勢比率の分析
　表１をもとにＳ社の過去６年間の付加価値
分配率の推移（各年度の付加価値を100％と
したときの各付加価値の割合）を一覧表を示
す表２のようになる。
　表１をもとに、過去６年間の各付加価値の
趨勢比率（平成13年度の付加価値を100％と
したときの各年度における付加価値の割合）
の一覧表を示すと、表３のとおりである。
銀行の「主要企業経営分析」、三菱総合研究
所の「企業経営の分析」や日本経済新聞社の
「日経指標」などで採用されている。
　①通産省方式による「付加価値」＝付加価
値＝税引後経常利益＋人件費＋純金融費
用（金融収益－金融費用）＋賃借料＋特
許権使用料＋租税公課＋減価償却費
　②日銀方式による「付加価値」＝当期純利
益＋人件費＋金融費用＋賃借料＋租税公
課＋減価償却費
　③日経方式による「付加価値」＝人件費＋
賃借料＋租税公課＋支払特許料＋減価償
却実施額＋純金利費用（支払利息・割引
料－受取利息・割引料－受取配当金）＋
利払後事業利益（営業利益＋受取利息・
割引料・有価証券利息＋受取配当金－支
払利息・割引料）
　④三菱方式による「付加価値」＝人件費+
賃借料＋金融費用+租税公課＋法人税・
住民税・事業税＋当期純利益＋減価償却費
　以上の４つの方式の違いは、利益に経常利
益、営業利益、当期純利益のいずれかを使用
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
人件費 1６1，６4５ 1７4，1６９ 1７８，4５3 1７3，８８2 1７５，６0５ 1７５，６0８
　従業員給料及び諸手当 3８，243 3８，９８６ 42，1９７ 3９，2５５ 3９，0７3 3９，９4９
　退職給付費用 ５，９７0 ６，1６８ ６，4８５ 4，120 4，24９ 2，4５７
　労務費 11７，432 12９，01５ 12９，７７1 130，５0７ 132，2８3 133，202
賃借料 3７，９６2 ５５，９2５ 1５，９32 24，1８3 3７，９６2 ５５，９2５
金融費用 3，６６2 3，５８1 3，04８ 2，６９７ 2，121 2，240
　支払利息 1，５22 1，4９2 1，4６0 1，434 1，2８９ 1，33９
　社債利息 2，110 2，0７５ 1，５７９ 1，2５５ ８1６ ６６５
　コマーシャルペーパー利息 30 14 ９ ８ 1６ 23６
租税等 4，1５0 1８，2５0 3６，330 43，８00 41，1６0 42，020
当期純利益 10，23５ 2８，40９ ５4，６41 ６９，６８0 ８3，９５4 ９2，８0８
減価償却費 ９８，111 10８，８８4 121，５９５ 134，８3９ 14８，124 1６4，７4５
　一般管理費分 ６，1８８ ６，40５ ７，422 ６，９42 ６，９５６ ６，８42
　製造経費分 ９1，９23 102，4７９ 114，1７3 12７，８９７ 141，1６８ 1５７，９03
付加価値合計 31５，７６５ 3８９，21８ 40９，９９９ 44９，0８1 4８８，９2６ ５33，34６
	 表１　Ｓ社の過去₆年間の付加価値の集計結果	 （単位：百万円）
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　第２に、Ｓ社の付加価値分配額のうち、人
件費は平成13年度を除きほとんど変化はない。
賃借料は、若干の増減があるが、全体的に見
て金額的には変動がないといえる。租税公課
は、当期純利益の増減に直接関係するから、
当期純利益が平成13年度から平成1８年度にか
けて約９倍増えており、それに伴い租税公課
も増加している。減価償却費も平成13年度か
ら平成1８年度まで増加し、約1．７倍の増加が
みられる。このことは、機械化を進め人件費
を抑制していることを示している。
　なお、参考に、三菱総合研究所における平
成1５年度から1７年度までの３年間のＳ社を含
む通信用、家庭用電気機器業界20社の付加価
値合計と付加価値分配率の一覧表を示すと、
表４のとおりⅷ。
　上記表１から表４を参照して、Ｓ社の特徴
をあげるならば、次のようになる。
　第１に、付加価値の業界平均では、かなり
の上下の変動がみられるにもかかわらず、Ｓ
社の付加価値は、平成13年度と比較して平成
1８年度は、約1．７倍に伸ばしている。
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
人件費 ５1．11 44．６1 43．34 3８．５2 3５．７５ 32．７８
賃借料 12．00 14．33 3．８７ ５．3６ ７．７3 10．44
金融費用 1．1６ 0．９2 0．７4 0．６0 0．43 0．42
租税等 1．31 4．６７ ８．８2 ９．７0 ８．3８ ７．８4
当期純利益 3．24 ７．2８ 13．2７ 1５．4８ 1７．0９ 1７．32
減価償却費 31．02 2７．８９ 2９．５3 2９．８７ 30．1６ 30．７５
付加価値合計 100．00 100．00 100．00 100．00 100．00 100．00
	 表₂　Ｓ社の過去₆年間の付加価値分配率の推移	 （単位：％）
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
人件費 100．00 10７．７５ 110．40 10７．５７ 10８．６4 10８．６4
賃借料 100．00 14７．32 41．９７ ６3．７0 100．00 14７．32
金融費用 100．00 ９７．７９ ８3．23 ７3．６５ ５７．９2 ６1．1７
租税等 100．00 43９．７６ ８５７．42 1，0５５．42 ９８８．８1 1，012．５3
当期純利益 100．00 2７７．５７ ５33．８６ ６８2．７６ ８20．2６ ９0６．７７
減価償却費 100．00 110．９８ 123．９4 13７．44 1５0．９８ 1６７．９2
付加価値合計 100．00 123．44 130．1９ 142．７3 1５５．30 1６９．40
	 表₃　Ｓ社の過去₆年間の付加価値趨勢比	 （単位：％）
平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度
百万円 分配率％ 百万円 分配率％ 百万円 分配率％
人件費 1，９８4，3７５ ６６．７８ 1，８4７，５3５ ５７．５５ 1，８14，５14 ６８．32
賃借料 ６５，243 2．20 ８７，５５６ 2．７3 ８1，７６７ 3．0８
金融費用 ８1，1８５ 2．７3 ５９，６７1 1．８６ 4９，７23 1．８７
租税等 101，８９4 3．43 3９0，0７９ 12．1５ 1６3，６９3 ６．1６
当期純利益 ８５，８1９ 2．８９ 1５８，９3９ 4．９５ △1８3，110 △６．８９
減価償却費 ６５2，８９８ 21．９７ ６６６，５2７ 20．７６ ７2９，43９ 2７．4６
付加価値合計 2，９７1，414 100．00 3，210，30７ 100．00 2，６５６，02６ 100．00
	 表₄　通信用、家庭用電気機器業界２０社の付加価値と付加価値分配率
― 10６ ―
埼玉学園大学紀要（経営学部篇）　第７号
順調な増加理由としては、人件費の減少割合
以上に、当期純利益の増加割合が大きかった
という結論になる。
Ⅲ．企業の成長性
（₁）企業の成長性と生産性
　企業の持続的発展には、企業の成長が前提
となっている。企業が成長していると、社会
の企業評価が高まると同時に、従業員のモラ
ルの向上、従業員賃金の上昇、新規従業員の
採用、新規設備へ投資などが可能となり、更
なる成長を遂げることになり、企業の持続的
発展につながる。
　会計上、企業の成長性の指標には、経営活
動の手段（労働－従業員数、実物資本－固定
資産、および資本－総資本、自己資本）から
みた成長性と、経営活動の成果（売上高、利
益－経常利益、当期純利益、および付加価値）
からみた成長性に大別できる。前者の成長性
には、総資本成長率、自己資本成長率、固定
資産成長率、従業員成長率などがあり、後者
のそれには、売上高成長率、経常利益成長率、
当期純利益成長率、付加価値成長率などがあ
る。このような成長性の指標をもとに分析す
ることを、特に成長性の分析というⅸ。
　なお、日本経済新聞社の「日経指標」によ
る成長性指標としては、ⅰ）増収率（売上高・
営業収益）、ⅱ）５年間平均増収率、ⅲ）経
常増益率（経常利益）、ⅳ）増益率（当期純
利益）、ⅴ）付加価値増加率、ⅵ）株主資本
成長率（自己資本）の６つをあげている。ま
た、三菱総合研究所の「企業経営の分析」に
おけるそれは、ⅰ）売上高成長率、ⅱ）総資
本成長率、ⅲ）自己資本成長率、ⅳ）固定資
産成長率、ⅴ）経常利益成長率、ⅵ）当期純
利益成長率の６つをあげている。
　第３に、付加価値分配率をみると、人件
費分配率が大半で、引き続き当期純利益ま
たは賃借料となっている。人件費は平成13年
度５1．11％、14年度44．６1％、1５年度43．34％（業
界平均６６．７８％）、1６年度3８．５2％（業界平均
５７．５５％）、1７年度3５．７５％（業界平均６８．32％）、
平成1８年度32．７８％と付加価値全体に占める
割合が減少している。業界平均との比較をす
ると、Ｓ社では、機械化がかなり進んでおり、
付加価値全体の人件費の依存度が少ないこと
が一段と分かる。
　当期純利益は、平成13年度3．24％、14年度
７．2８％、1５年度13．2７％（業界平均2．８９％）、1６年
度1５．4８％（業界平均4．９５％）、1７年度1７．0９％
（業界平均△６．８９％）、平成1８年度1７．32％と順
調に伸ばしている。業界平均との比較では、
業界全体が低迷しているにもかかわらず、か
なりの業績がよいことが分かる。
　減価償却費は、各年度30％程度で、業界平
均の20－30％前後よりもやや高い割合を示し
ているが、期間変動があまりみられないの
で、当期純利益に減価償却費を加算した償
却前当期純利益を計算すると、平成13年度で
は34．31％、平成1５年度では42．９９％で、同年
度人件費の43．５3％と肉薄し、平成1６年度で
は、 4５．５５％、同年度人件費3８．７2％で完全逆
転し、平成1８年度では4８．2９％、同年度人件
費32．９3％となりかなりの乖離がみられるよ
うになった。
　なお、賃借料、金融費用、租税等の分配率
も年々増加している。しかし、金融費用の分
配率は、ほぼ一定であり、賃借料や租税公課
の分配率に多少の変動が見られるが、金額的
に少ないため、全体的からみると、大きな影
響はないと考えられる。
　以上のことから、Ｓ社の年々の付加価値の
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以上であれば、昨年度より成長していること
を、また、100％未満だとマイナス成長となっ
ていることをそれぞれ示している。前者の固
定基準法では、長期的な趨勢を期間比較とし
て観察することができ、後者の移動基準法は、
対前年度成長率を期間比較として観察をする
ことができる。
　なお、筆者は、三菱総合研究所の成長性指
標に、従業員成長率と付加価値成長率を加え
て、全８つの分析を固定基準法と移動基準法
により計算を行っている。
（₂）Ｋ社にみる成長性
　Ｋ社の成長性の分析指標の８つの結果を一
覧表にすると表５のようになる。
　Ｋ社の成長性については、平成14年度の自
己資本の減少にともなう成長率減少以外は、
すべて前期よりも増加しており、その結果と
して平成13年度から平成1８年度にわたって常
に100％以上の成長を示していることが分か
る。
　経営活動の手段の面からみた成長率の最
も高いものは、総資本成長率で平成13年度
に比べ平成1８年度では1．５4倍、 次に固定資
産成長率で1．44倍、さらに自己資本成長率で
1．2５倍である。 しかし、 従業員に関しては、
平成13年度から平成1８年度までほぼ横ばいの
成長である。これは、従業員を増加する代わ
り固定資産の増加で賄っていることを表して
いる。また、業種平均成長率（移動平均法）
との比較でも、すべての指標が上回っており、
Ｓ社の成長率が本物であることが理解できる。
　経営活動の成果面からみた成長率の最も高
いものは、当期純利益成長率で平成13年度比
９0．６倍、 経常利益成長率で34．0倍、 売上高
　成長性の分析では、下記①式のように各成
長性の指標である実数値の対前年度成長（増
減）率を求めることになる。この対前年度成
長（増減）率は、下式に示したように成長性
指標ごとに、当年度の実数値から前年度の実
数値を差し引いた差額を、前年度の実数値で
除して割合を求め、求められた割合が＋（プ
ラス）であれば、プラス成長になっているこ
とを、－（マイナス）であればマイナス成
長となっていることを、それぞれ示してい
る。また、下式②のように、当期実績値を前
期実績値で除して成長率を求めることもあ
る。このときには、100％以上は、プラス成長
を、100％未満はマイナス成長をそれぞれ示し
ている。この方法は、期間比較するときに分
かりやすい。
①各種成長率＝
　　当期実数値－前期実数値　
　　　　　前期実数値 
×100（％）
②各種成長率＝
　　　　　当期実数値　　　　
　　　　　前期実数値 
×100（％）
　日本経済新聞社のそれは①式を、三菱総合
研究所では②式をそれぞれ使用している。
　本来の成長性の分析では、上述のような前
期と今期の２期間の比較だけで観察するもの
ではなく、過去数年間の成長の趨勢をみるこ
とが重要となる。この方法を趨勢比率法とい
われる。趨勢比率法には、固定基準法（特定
の会計年度の実数値を100％として各会計年
度の実数と比較して割合を求める方法）と移
動基準法（常に前年度の実数値を100％とし
て、当年度の実数値の割合を求める方法）と
がある。この移動基準法の計算方法は、100％
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件費を含む付加価値と従業員数との関係であ
る「従業員一人当たり付加価値」を求め、こ
の金額が大きいほど労働生産性は高く、人的
資源としての労働が効率よく機能して、生産
性が向上した判断する。一般に生産性という
ときは、この労働生産性をいう。
　　　　労働生産性　　　　　　付加価値　
（従業員一人当たり付加価値）
＝　
従業員数
　Ｓ社の過去６年間の労働生産性を計算し、
その推移を一覧表にすると表６のようになる。
　Ｓ社の労働生産性は、平成13年度13．９0百万
円、 14年度1７．13百万円、 1５年度1８．04百万円、
1６年度1９．６６百万円、 1７年度21．30百万円、 1８
成長率で1８．８倍、 さらに付加価値率成長率
で1６．９倍となっている。 対前年度比でもほ
とんどが1．1倍をキープしているような状態
を示している。
Ⅳ．労働生産性の分析
₁．労働生産性の意義
　生産性の分析で使用される付加価値の大半
を生み出すものには、人的資源としての労働
力である。労働力は、従業員数や人件費で把
握される。そのほかに労働時間があるが、こ
れは労働内容に大きく影響を受けるので使用
されることはない。人的資源が生産面で効率
的に機能しているかどうかを見るのが労働生
産性である。具体的には、労働生産性は、人
指標 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
総資本 1，５７2，８21 1，６12，310 1，７９５，2５4 1，９43，５11 2，110，８3９ 2，41８，５９2
　固定基準法 100．00 102．５1 114．14 123．５７ 134．21 1５3．７７
　移動基準法 100．00 102．５1 111．3５ 10８．2６ 10８．６1 114．５８
自己資本 ８８3，９3７ ８７2，６８3 ９2７，1９3 ９７4，211 1，04９，434 1，110，６９９
　固定基準法 100．00 ９８．７3 104．８９ 110．21 11８．７2 12５．６５
　移動基準法 100．00 ９８．７3 10６．2５ 10５．0７ 10７．７2 10５．８4
固定資産 ８５６，13７ ８６0，５21 ９６８，22７ 1，030，1５4 1，12９，2９2 1，23６，020
　固定基準法 100．00 100．５1 113．0９ 120．33 131．９1 144．3７
　移動基準法 100．00 100．５1 112．５2 10６．40 10９．６2 10９．4５
従業員数 22，７10 22，７1８ 22，７24 22，８3８ 22，９4９ 22，７９3
　固定基準法 100．00 100．04 100．0６ 100．５６ 101．0５ 100．3７
　移動基準法 100．00 100．04 100．03 100．５0 100．4９ ９９．32
売上高 1，3８1，0５3 1，５６1，９40 1，８1６，８20 2，100，９32 2，30７，3５９ 2，５９５，4７0
　固定基準法 100．00 113．10 131．５５ 1５2．13 1６７．0７ 1８７．９3
　移動基準法 100．00 113．10 11６．32 11５．６4 10９．８3 112．4９
経常利益 43，2９８ ７2，８01 ９９，７５0 12５，６８７ 13７，114 14７，144
　固定基準法 100．00 1６８．14 230．3８ 2９0．2８ 31６．６８ 33９．８4
　移動基準法 100．00 1６８．14 13７．02 12６．00 10９．0９ 10７．32
当期純利益 10，23５ 2８，40９ ５4，６41 ６９，６８0 ８3，９５4 ９2，８0８
　固定基準法 100．00 2７７．５７ ５33．８６ ６８0．８0 ８20．2６ ９0６．７７
　移動基準法 100．00 2７７．５７ 1９2．34 12７．５2 120．4９ 110．５５
付加価値 31５，７６５ 3８９，21８ 40９，９９９ 44９，0８1 4８８，９2６ ５33，34６
　固定基準法 100．00 123．2６ 12９．８4 142．22 1５4．８4 1６８．９1
　移動基準法 100．00 123．2６ 10５．34 10９．５3 10８．８７ 10９．0９
	 表₅　Ｓ社の成長性の分析指標	 （単位：百万円／％）
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労働生産性が高めることになる。
　「付加価値率」は、売上高に占める付加価
値の割合で、どのくらいの付加価値を付け加
えて販売されているかをみるもので、この数
値が大きいほど労働生産性を高めることにな
る。
労働生産性の向上は、一人当たり売上高の向
上または付加価値率の向上により実現する。
　Ｓ社の過去６年間の労働生産性と、その分
解要素である「一人当たり売上高」と「付加
価値率」との関係を一覧表にすると表７の様
になる。
　Ｓ社の労働生産性は各年度上昇の結果を示
しているが、その原因としては、一人当たり
売上高の増加率の方が付加価値率の減少率よ
りも大きいことが分かる。Ｓ社の場合、前述
したように、従業員成長率がほぼ横ばいで成
長している以上に、売上高成長率が大幅に上
昇した結果、一人当たり売上高が増加してい
る。また付加価値成長率よりも売上高成長率
が高いので、結果として付加価値率は減少す
ることになる。
年度23．40百万円と過去６年間、順調に増加
していることが分かる。次に、なぜ労働生産
性が順調に増加しているかを検討していく。
₂．労働生産性の分解
　労働生産性は、①売上高との関係で「一人
当たり売上高」と「付加価値率」に、②総資
本の関係で「資本生産性」と「資本集約度」に、
③固定資産との関係で「労働装備率」と「固
定資産投資効率」に、④人件費との関係で「一
人当たり人件費」と「労働分配率」に分解さ
れる。
（₁）「一人当たり売上高」と「付加価値率」
　労働生産性は、売上高を用いることで、下
式にあるように「一人当たりの売上高」と「付
加価値率」に分解できる。
労働生産性＝
 　　　売上高　　　 
×
 　付加価値　
 従業員数  売上高
　　（一人当たり売上高）　　（付加価値率）　
　「一人当たり売上高」は、売上高を従業員
数で除して求められ、従業員の収益（売上）
貢献度をみるもので、この数値が大きいほど
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
百万円 13．９0 1７．13 1８．04 1９．６６ 21．30 23．40
固定基準法（％） 100．00 123．24 12９．７８ 141．44 1５3．24 1６８．3５
移動基準法（％） 100．00 123．24 10５．31 10８．９８ 10８．34 10９．８６
	 表₆　Ｓ社の過去₆年間の労働生産性の推移
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
一人当たり売上高（百万円） ６0．８1 ６８．７５ ７９．９５ ９1．９９ 100．５4 113．８７
固定基準法％ 100．00 113．0６ 131．4８ 1５1．2７ 1６５．33 1８７．2６
移動基準法％ 100．00 113．0６ 11６．2９ 11５．0６ 10９．2９ 113．2６
付加価値率（％） 22．８６ 24．９2 22．５７ 21．3８ 21．1９ 20．５５
固定基準法％ 100．00 10９．01 ９８．７3 ９3．５3 ９2．６９ ８９．９0
移動基準法％ 100．00 10９．01 ９0．５６ ９4．７2 ９９．11 ９６．９７
	 表₇　Ｓ社過去₆年間の「一人当たり売上高」と「付加価値率」の推移
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と「付加価値率」の推移を一覧表に示すと表
８のようになる。
　Ｓ社の場合、上述の各年度の総資本成長率
は上昇、従業員成長率はほぼ一定であるから
資本集約度は増加し続けることになる。反面、
総資本成長率の上昇と同程度で付加価値成長
率の上昇または一定の結果により資本生産性
はほぼ一定、もしくは若干落ち込みがみられ
る。結果として労働生産性の上昇は、資本集
約度の増加割合が、一定または若干の落ち込
みがある資本生産性よりも、かなり上回るこ
とで実現しているのである。
₃．「労働装備率」と「固定資産生産性」
　労働生産性は、売上高の代わりに固定資産
を用いることで、労働装備率と固定資産生産
性に分解できる。なお、固定資産の代わりに
「有形固定資産」や「設備資産」とすること
もある。
労働生産性＝
 　固定資産　 
×
 　付加価値　
 従業員数  固定資産
　　（労働装備率）　　（固定資産生産性）
　労働装備率は、固定資産を従業員数で除し
て「従業員１人当たりの固定資産投資額」で
あり、従業員としての労働力に代えて、機械
設備など固定資産による生産の合理化が進ん
でいるかどうかを判断できる。
₂．「資本集約度」と「資本生産性（資本投
資効率）」
　労働生産性は、売上高の代わりに総資本を
用いることで、資本装備率と資本生産性に分
解できる。
労働生産性＝
 　　総資本　　 
×
 　付加価値　
 従業員数  売上高
 （資本集約度）  （資本生産性）
　「資本集約度」は、総資本を従業員数で除
して「従業員１人当たりの総資産額または総
資本額」として求められる。投下資本を少な
い従業員で賄っているかどうか、つまり従業
員としての労働力に代えて、機械設備など固
定資産による生産の合理化が進んでいるかど
うかを判断できる。
　「資本生産性」は、付加価値を総資産で除
して「総資本１円当たり付加価値」である。
これは、資本投資効率ともいわれる。この比
率が高いほど、資本の生産性、つまり投資効
率が良いことを意味する。なお、総資本に代
えて「経営資本（総資本から建設仮勘定、遊
休固定資産、投資その他の資産を控除して計
算したもの）」を使用することもあるⅹ。
　したがって、労働生産性の向上は、資本集
約度の向上または資本生産性の向上を必要と
する。
　Ｓ社の過去６年間の「一人当たり売上高」
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
資本集約度（百万円） ６９．2６ ７0．９７ ７９．00 ８５．10 ９1．９８ 10６．11
固定基準法％ 100．00 102．4７ 114．0６ 122．８７ 132．８0 1５3．21
移動基準法％ 100．00 102．4７ 111．31 10７．７2 10８．0８ 11５．3６
資本生産性（％） 20．0８ 24．14 22．８4 23．11 23．1６ 22．0６
固定基準法％ 100．00 120．22 113．７５ 11５．0９ 11５．34 10９．８６
移動基準法％ 100．00 120．22 ９4．６1 101．1８ 100．22 ９５．2５
	 表₈　Ｓ社過去₆年間の「一人当たり売上高」と「付加価値率」の推移
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生産性は、付加価値成長率のほうが、固定資
産成長率より上回ったことによる。
　なお、固定資産生産性は、さらに、売上高
を介して付加価値率と固定資産回転率に分解
されるので、固定資産生産性の良否の原因を
探ることができる。よって、労働生産性は、
次式のように労働装備率、付加価値率、固定
資産回転率（固定資産の利用度または効率を
表す）の積で表される。
労働生産性＝
　　　固定資産　　
　　　　　　　　　従業員数
　　　　　　　　（労働装備率）
　　
×
 　　付加価値　　 
×
 　　売上高　　
 売上高  固定資産
　　　　（付加価値率）　　（固定資産回転率）
　Ｓ社の過去６年間の労働装備率、付加価値
率および固定資産回転率との推移の一覧表を
表10に示している。
　固定資産生産性は、固定資産投資効率とも
いわれ、付加価値を固定資産で除して「固定
資産１単位当たり付加価値」である。これは、
現有の固定資産の利用度をみるもので、この
比率が高いほど現有の固定資産が有効利用さ
れていることを意味する。
　Ｓ社の過去６年間の労働装備率と固定資産
生産性の推移の一覧表を示すと表９のように
なる。
　Ｓ社の場合、毎年度の労働生産性の向上を
固定資産の観点からみた場合には、その理由
としては、労働装備率と固定資産生産性のと
もに増加すること、または、労働装備率の増
加率が固定資産生産性の減少率より上回った
ことが、結果として増加したことがあげられ
る。毎年度の労働装備率の上昇については、
固定資産成長率の増加の方が、従業員成長率
が一定またはわずかな上昇の相乗効果により
かなり上回ったことによる。また、固定資産
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
労働装備率（百万円） 3７．７0 3７．８８ 42．６1 4５．11 4９．21 ５4．23
固定基準法％ 100．00 100．4８ 113．02 11９．６６ 130．５3 143．８５
移動基準法％ 100．00 100．4８ 112．4９ 10５．８７ 10９．0９ 110．20
固定資産生産性（％） 3６．８８ 4５．23 42．3５ 43．５９ 43．2９ 43．1５
固定基準法％ 100．00 122．６4 114．８3 11８．1９ 11７．3８ 11７．00
移動基準法％ 100．00 122．６4 ９3．６3 102．９3 ９９．31 ９９．６７
	 表₉　Ｓ社過去₆年間の「労働装備率」と「固定資産生産性」の推移
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
労働装備率（百万円） 3７．７0 3７．８８ 42．６1 4５．11 4９．21 ５4．23
固定基準法％ 100．00 100．4８ 113．02 11９．６６ 130．５3 143．８５
移動基準法％ 100．00 100．4８ 112．4９ 10５．８７ 10９．0９ 110．20
付加価値率（％） 22．８６ 24．９2 22．５７ 21．3８ 21．1９ 20．５５
固定基準法％ 100．00 10９．01 ９８．７3 ９3．５3 ９2．６９ ８９．９0
移動基準法％ 100．00 10９．01 ９0．５６ ９4．７2 ９９．11 ９６．９７
固定資産回転率（回） 1．６1 1．８2 1．８８ 2．04 2．04 2．10
固定基準法％ 100．00 113．04 11６．７７ 12６．７1 12６．７1 130．43
移動基準法％ 100．00 113．04 103．30 10８．５1 100．00 102．９4
	 表１０　Ｓ社過去₆年間の「労働装備率」、「付加価値率」と「固定資産回転率」の推移
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従業員への分配額のことで、この比率は逆数
であるので低いほどよいと労働生産性を向上
させることができる。
　したがって、労働生産性の向上は、一人当
たり人件費を増加させるか、または労働分配
率を減少させることにより実現する。
　次に、Ｓ社の過去６年間の一人当たり人件
費と労働分配率の推移の一覧表を表11として
表した。
　Ｓ社の各年度の労働生産性の上昇の原因を、
人件費を介してみてみると、各年度一人当た
り人件費は、若干の増減はあるがほぼ一定と
考えられ、一方の労働分配率は、各年度にわ
たりその減少率が大きいことがあげられる。
一人当たり人件費は、従業員成長率はほぼ一
定で、付加価値構成要素の人件費も若干の減
少はあれども、ほぼ一定であることから、各
年度とも一定で推移することになる。労働分
配率は、各年度の人件費が一定であり、各年
度の付加価値（付加価値成長率）が増加して
いるので、減少することになる。したがって、
一人当たり人件費が一定で、労働分配率が減
少すると、労働生産性は上昇することになる。
　Ｓ社では、各年度における固定資産生産性
があまり上昇しない、または減少しているの
は、固定資産回転率が若干ながら上昇してい
るにもかかわらず、付加価値率の各年度の減
少が大きくなったことである。当然、付加価
値率の減少は、前述したように売上高成長率
の方が、付加価値率成長率よりも大きいこと
が原因である。
₃．一人当たり人件費と労働分配率
　労働生産性は、人件費を介在させることで、
「一人当たりの人件費」と「労働分配率」に
分解できる。ただ、一人当たり人件費と労働
分配率との間は、比例（積）の関係ではなく、
反比例（除）の関係となる。
労働生産性＝
 　　　人件費　　　 
÷
 　　人件費　　
 従業員数  付加価値
（一人当たり人件費）　　（労働分配率）　
　一人当たり人件費は、人件費を従業員数で
除して従業員一人当たりにどのくらい人件費
が支払われているかをみるものである。人件
費は、利益を減少させることになるので、外
部者の観点からは、当然少ないほうが望まし
いが、従業員の観点からは労働生産性を向上
させることになるので、多いほうが望ましい。
　労働分配率は、付加価値に占める人件費の
割合で、企業が生み出した付加価値に対する
平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度
一人当たり人件費（百万円） ７．12 ７．６７ ７．８５ ７．６1 ７．６５ ７．７0
固定基準法％ 100．00 10７．７2 110．2５ 10６．８８ 10７．44 10８．1５
移動基準法％ 100．00 10７．７2 102．3５ ９６．９4 100．５3 100．６５
労働分配率（％） ５1．1９ 44．７５ 43．５3 3８．７2 3５．９2 32．９3
固定基準法％ 100．00 ８７．42 ８５．04 ７５．６4 ７0．1７ ６4．33
移動基準法％ 100．00 ８７．42 ９７．2７ ８８．９５ ９2．７７ ９1．６８
	 表１１　Ｓ社過去₆年間の「一人当たり人件費」と「労働分配率」の推移
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に置かなければならない。
　生産性の向上は、労働生産性（付加価値を
従業員数で除したもの）の向上にあることを
指摘した。その留意点をまとめると次のよう
になる。
　第１に、従業員数の減少は、人件費を減少
させ、その減少分に見合う利益を増加すると
考えるならば、付加価値は一定となる。この
条件で、もし売上高が一定ならば、付加価値
率（売上高に占める付加価値）は変わらず、
一人当たり売上高は増加することになり労働
生産性は向上する。なお、従業員数の減少で
はなく売上高を増加させると、一人当たり売
上高を増加させることになるが、付加価値が
一定とすると付加価値率は減少することにな
る。付加価値率の減少率以上に一人当たり売
上高の増加率が大きいときに労働生産性は向
上する。
　第２に、固定資産（設備）投資を、従業員
の代替と考え、従業員の減少と結びつけるな
らは、労働装備率（従業員一人当たり固定資
産）は増加するが、付加価値を一定と考える
ならば固定資産生産性（固定資産に対する付
加価値）は減少することになる。固定資産生
産性の減少率以上に労働装備率の増加率が大
きいときに労働生産性は向上する。このこと
は、資本生産性についても、同様なことがい
える。
　第３に、従業員数減少による人件費の削減
は、一人当たり人件費の計算に当たり分子分
母とも減少することから変化は少ないと考え
られ、付加価値が一定と考えれば、必然的に
労働分配率は減少し、労働生産性は向上する。
しかし、従業員数の減少による人件費の減少
による労働生産性の向上は、従業員の労働意
欲の減退などを伴うことが多く実現性は少な
Ⅴ．む す び
　会計上の生産性は、付加価値を中心とした
生産性であり、別名、付加価値生産性ともい
われる。付加価値を分配面からみると、その
付加価値の大半が、労働分配としての人件費
であり、ついで株主への分配（一部は企業へ
の留保という分配でもある）としての利益で
ある。さらに社会への分配としての法人税等
などの租税等が、税引前当期純利益をもとに
計算されることを考えれば、利益の一部とし
て扱ってもいい。さらに付加価値計算では人
件費の次に大きな金額をしめる減価償却費は、
各企業の利益政策の影響を排除する目的であ
るから、これも利益の一部として考えること
ができる。このような利益は、減価償却前・
税引前当期純利益（以下「利益等」という）
と考えることできる。このように利益を拡大
して考えるならば、付加価値は、大きく人件
費、賃借料、金融費用および「利益等」の４
つということになり、その中でもほとんどが
人件費と「利益等」からなっている。
　人件費と「利益等」との関係は、損益計算
での費用としての人件費であり、これは当
然「利益等」を減少させる働きを有する。収
益性の分析で使用する売上高人件費率（売上
高の中に含まれる人件費の割合）では、売上
高人件費率が高いと「利益等」が少なくなり、
利益率は低くなり，収益性を低下させる要因
となる。一方、生産性の分析での労働力の指
標としての付加価値における人件費は付加価
値の構成要素であり、人件費の増加は、付加
価値の増加に直接結びつくように思われがち
であるが、付価価値のもう一つの構成要素で
ある「利益等」を減少させる要因ともなり、
付加価値自体は変わらないということを念頭
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あり、収益性は生産性の枠組みの中で把握でき
るとしている（同著「財務諸表分析」中央経済社、
平成11年、 131­132ページ）。
ⅳ　シャープ株式会社は、平成1９年９月1８日の日本
経済新聞（朝刊）「日経優良企業ランキング200７
年度」によると、規模、収益性、安全性および成
長力を総合した総合順位は3７位となっており、優
良企業といえる。なお、有価証券報告書は、金融
庁のEDINETからダウンロードしたものを使用し
ている。
ⅴ　総生産量や総生産高の計算の不適合理由につい
ては、國弘員人著「経営分析体系２─生産性分析」
中央経済社、昭和５4年、 12ページ、を参照のこと。
ⅵ　國弘員人著、前掲書、１－２ページ
ⅶ　亀川俊雄著「体系経営分析論」白桃書房、昭和
41年、 223ページ。
ⅷ　三菱総合研究所編「企業経営の分析　平成1７年
度」、 平成1８年。
ⅸ　青木茂男教授は、従業員成長率と付加価値成長
率が本来の成長性を表す指標であるといい、営業
利益率成長率も重要であるが、収益性の範疇で
扱うべきであるとし、それ以外の成長率の指標
は、いろいろな意味で不適切であると述べている。
詳しくは同著「要説経営分析」森山書店、2001年、
22８­241ページを参照のこと。
ⅹ　國弘員人教授は、資本生産性の算式の分子の付
加価値との関係で、総資本でもかまわないが、当
期の生産に投下された資本、したがって、経営資
本のすることが望ましいとしている（前掲書、13
­14ページ）
い。
　おわりに、従業員の減少による人件費の減
少を考えることなく労働生産性の向上を考え
るためには、付加価値自体の増加を考えるこ
とである。そこでは、販売量や販売単価の増
加、さらには原材料費など各種経費の削減に
より売上高に占める利益を増加させ、結果と
して付加価値を増加させることである。した
がって、利益の増加こそが、生産性の向上の
保証を有する収益性の向上に結びつき、企業
の持続的発展が可能となる。まさしくＫ社は
労働生産性の向上を実現させているとともに
成長性の分析における各種比率も上昇してい
ることから、将来にわたっての持続的発展は
可能といえよう。
注
ⅰ　田中弘教授は、不条理な従業員の給料の削減や
儲けすぎに対する社会的批判の中で、真の収益力
は企業の能率（生産性）にかかっているとし、収
益性には、その裏づけとしての生産性の必要性を
述べている（同著「経営分析の基本的技法」中
央経済社、平成７年、1８５­1８７ページ）。筆者も、
田中教授の意見に同感であり、その立場で、生産
性の必要性を説いている。
ⅱ　山上達人教授は、現代企業に取って最も重要な
指標は収益性であるが、この収益性の基底には生
産性がある。生産性の向上による企業収益性の上
昇は企業活動の根底をなすものであり、生産性向
上による利益（生産的利益）こそ企業の長期的成
長の源泉をなすものであると指摘している（同著
「付加価値分析」税務経理協会、昭和５3年、 1６９
­1７0ページ）。
ⅲ　同様に、収益性と生産性との関係について、櫻
井久勝教授は現代の企業を「私的な組織」と「社
会的な組織」としての側面があるとし、私的な組
織では収益性が、社会的組織では生産性が重要で
